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2018年度 決算概要及び
2019年度 業績予想



2018年度 航空取扱量

2017年度 実績
［A］

2018年度 実績
［B］

増 減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

航空機発着回数（万回） 25.2 25.7 0.4 101.7％
国際線 19.9 20.4 0.5 102.7％

国内線 5.4 5.2 △0.1 98.0％

航空旅客数 （万人） 4,094 4,318 224 105.5％
国際線 3,348 3,587 239 107.1％

日本人 1,370 1,438 68 105.0％

外国人 1,594 1,773 179 111.2％

通過客 384 376 △8 98.0％

国内線 746 731 △16 97.9％

国際航空貨物量（万ｔ） 228 213 △15 93.3％
給 油 量 （万 kl） 447 443 △4 99.2％

 航空機発着回数は、韓国線、台湾線を中心としたアジア方面等における新規就航や増便により、前期に比べて
増加、7期連続で開港以来最高値を更新。

 航空旅客数は、引き続き旺盛な訪日需要を背景に国際線外国人旅客が大きな伸びを示したことに加え、国際
線日本人旅客も好調に推移したことから、前期に比べて増加、4期連続で開港以来最高値を更新。なお、通過
客については下げ止まりつつある。

 国際航空貨物量は、輸出入貨物は堅調に推移したものの、仮陸揚貨物は貨物便の運休に加えて中国の景気
後退等によって大幅に減少し、前期に比べて減少。
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2018年度 連結決算概要
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 営業収益は「増収」、営業利益は「増益」。

 空港使用料収入は、韓国線、台湾線を中心としたアジア方面等における新規就航や増便により、航空機
発着回数が増加し増収。また、旅客施設使用料収入も、引き続き旺盛な訪日需要を背景に国際線外
国人旅客数が大きく伸びたことに加え、国際線日本人旅客数も好調に推移したことにより増収。物販・飲
食収入、構内営業料収入は、国際線旅客数の増加や前年度下期以降に順次開業した新店効果や販
売促進施策の効果等により増収。

 結果として、営業収益、営業利益、経常利益はいずれも民営化以降最高を更新。当期純利益は前期並
みとなったが、前期の特殊要因（特別利益に厚生年金基金の代行返上益を計上）を除くと実質増益。

2017年度 実 績
［A］

2018年度 実 績
［B］

増 減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

営業収益 2,312 2,497 184 108.0％

営業利益 466 558 91 119.7％

経常利益 432 536 103 124.0％

親会社株主に帰属する
当期純利益

359 357 △1 99.6％

（単位：億円）



2019年度 航空取扱量見通し

2018年度
実績［A］

2019年度
見通し［B］

増 減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

航空機発着回数（万回） 25.7 26.2 0.5 102.1％
国際線 20.4 20.8 0.3 101.7％

国内線 5.2 5.4 0.2 103.7％

航空旅客数 （万人） 4,318 4,466 148 103.4％
国際線 3,587 3,715 128 103.6％

日本人 1,438 1,465 26 101.8％

外国人 1,773 1,875 102 105.8％

通過客 376 375 △1 99.7％

国内線 731 751 21 102.8％

国際航空貨物量（万ｔ） 213 213 0 100.1％
給 油 量 （万 kl） 443 460 17 103.9％

 航空機発着回数は、国際線でアジア方面等の新規就航や増便、欧州線の増便が見込まれることから前
期を上回る見通し。

 航空旅客数は、国際線で引き続きアジアを中心とした旺盛な訪日需要による外国人旅客が増加することに
加えて、日本人旅客数も堅調に推移すると見込まれることから、前期を上回る見通し。

 国際航空貨物量は、仮陸揚貨物の減少を見込むものの、直送貨物が堅調に推移すると見込まれることか
ら、前期並みの見通し。
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2021年度
目標
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2019年度 連結業績予想
（単位：億円）

2018年度
実績［A］

2019年度
予 想［B］

増減
［B］-［A］

％
［B］/［A］

営業収益
（外部顧客に対する売上高）

2,497 2,551 53 102.2％

空港運営事業 1,108 1,137 28 102.6％
リテール事業 1,048 1,077 28 102.7％
施設貸付事業 309 307 △2 99.0％
鉄 道 事 業 29 29 △0 97.1％

営業利益 558 518 △40 92.8％
空港運営事業 107 82 △25 76.5％
リテール事業 299 303 3 101.1％
施設貸付事業 146 128 △18 87.6％
鉄 道 事 業 6 6 △0 89.6％

経常利益 536 500 △36 93.2％
親会社株主に帰属する
当期純利益 357 317 △40 88.7％

 国際線の新規就航、増便により航空機発着回数及び航空旅客数が増加することや、前年度に開業した
店舗の通年化によるリテール事業の増収等に伴い営業収益は増収となり民営化以降最高を更新する見通
し。

 一方、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会開催に対応する施設改修費用等が増加することから
当期純利益は減益となる見通し。
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航空系収入：非航空系収入の割合
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 航空系収入：非航空系収入の割合は、2014年度に逆転
 2018年度連結決算では42:58、2019年度連結業績予想では43：57となる見通し

674 
599 

679 

844 

972 

1,169 
1,086 

1,246 

1,432 1,450 

航空系
66％

非航空系
34％

2004年度 2018年度 2019年度
（見込み）

航空系
43％

非航空系
57％

航空系
42％

非航空系
58％

売上高

66% 53% 53% 50% 47% 45% 46% 44% 42%           43%

34% 47%  47%  50% 53% 55% 54% 56% 58% 57%

航空系収入と
非航空系収入が逆転




